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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計期間

第73期
第１四半期連結

累計期間
第72期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (千円) 21,793,064 18,394,049 85,762,259

経常利益 (千円) 1,077,919 812,729 3,600,118

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 964,955 472,786 2,504,409

四半期包括利益
又は包括利益

(千円) 1,212,982 △1,147,129 1,874,351

純資産額 (千円) 74,462,946 71,520,894 74,155,837

総資産額 (千円) 95,233,504 89,638,985 94,542,970

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 39.99 19.66 103.80

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 78.2 79.8 78.4

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期（当期）

純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）における世界経済は、新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）拡大の影響により世界的に経済活動が停滞し、急激な景気減速を余儀なくされました。ま

た、米中貿易摩擦の長期化・深刻化等の景気下振れ要因も併存しており、先行きは不透明感が増す状況が続いてお

ります。

日本経済においても、４月に緊急事態宣言が発令され、全国的に外出自粛が行われたことから個人消費が落ち込

み、世界経済の収縮から輸出企業を中心とした企業活動も停滞し、極めて厳しい状況となりました。

このような状況の中、当社グループにおきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止に努めるとともに、特に

海外において工場の稼働が低下したことに伴い固定費削減に努めてまいりました。

この結果、売上高は18,394百万円（前年同期比84.4％）となり、営業利益は582百万円（前年同期比60.1％）、経

常利益は813百万円（前年同期比75.4％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は473百万円（前年同期比49.0％）

となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

（日本）

ハウスウエア合成樹脂製品分野及び関連商品においては、緊急事態宣言による外出自粛から自宅で過ごす時間が

長くなる人が多くみられ、日用品需要が急増し売上が増加しました。一方、工業品合成樹脂製品分野の受注につき

ましては、電機電子及び車両関連において新型コロナウイルス感染拡大の影響から得意先の減産調整により売上が

減少しました。

利益面につきましては、ハウスウエア合成樹脂製品の売上が好調となったこと及び前期から取り組んでいる物流

の最適化等の実施により前年同期比で増益となりました。

この結果、当セグメントの売上高は、6,098百万円（前年同期比98.6％）となり、セグメント利益（営業利益）は

490百万円（前年同期比143.5％）となりました。

（中国）

新型コロナウイルス感染症の拡大防止として、中国地方政府からの指示に従い春節後から本年２月中旬頃まで工

場の稼働を停止し、その後、順次稼働を再開しております。このような状況の中、工業品合成樹脂製品分野におい

ては、新型コロナウイルス感染症の影響による取引先の生産調整が続いていることから売上が減少しました。ハウ

スウエア合成樹脂製品分野においては、EC販売は堅調に推移しましたが、リアル店舗での販売が減少し売上は微減

となりました。利益面につきましては、売上の減少及び工場の稼働減少により前年同期を下回る結果となりまし

た。なお、当第１四半期連結累計期間における中国現地法人の連結対象期間は１月から３月でありますため、工場

の稼働停止期間の固定費につきましては特別損失に計上しております。

この結果、当セグメントの売上高は、3,875百万円（前年同期比65.1％）となり、セグメント利益（営業利益）は

147百万円（前年同期比49.3％）となりました。
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（東南アジア）

当第１四半期連結累計期間における東南アジア現地法人の連結対象期間は１月から３月であり、東南アジアの各

拠点においては、本年３月頃から新型コロナウイルス感染症の影響が出始めております。このような状況の中、工

業品合成樹脂製品分野において、新型コロナウイルス感染症の影響による取引先の生産調整により売上が減少しま

した。利益面につきましては、工場の稼働減少に伴い経費削減に努めましたが、生産調整による減収を吸収しきれ

ず、前年同期を下回る結果となりました。

この結果、当セグメントの売上高は、8,421百万円（前年同期比87.2％）となり、セグメント利益（営業利益）は

310百万円（前年同期比53.6％）となりました。

② 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて4,904百万円減少し、89,639百万円となり

ました。これは、受取手形及び売掛金が2,549百万円、現金及び預金が1,187百万円、それぞれ減少したこと等によ

ります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて2,269百万円減少し、18,118百万円となり

ました。これは、支払手形及び買掛金が1,967百万円減少したこと等によります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて2,635百万円減少し、71,521百万円とな

りました。これは、為替換算調整勘定が1,873百万円減少し、控除項目である自己株式が520百万円増加したこと等

によります。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、86百万円であります。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,153,900

計 77,153,900

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,813,026 26,813,026
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式かつ、権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、
単元株式数は100株でありま
す。

計 26,813,026 26,813,026 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年６月30日 ― 26,813,026 ― 19,225,350 ― 4,924,500

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2020年３月31日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2020年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,614,800

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

241,716 同上
24,171,600

単元未満株式
普通株式

― 同上
26,626

発行済株式総数 26,813,026 ― ―

総株主の議決権 ― 241,716 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式70,000株（議

決権の数700個）が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式67株が含まれております。

② 【自己株式等】

2020年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
天馬株式会社

東京都北区赤羽
一丁目63番６号

2,614,800 ― 2,614,800 9.75

計 ― 2,614,800 ― 2,614,800 9.75

(注) 役員向け株式交付信託が保有する当社株式は、上記自己株式には含めておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間の役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、監査法人ハイビスカスにより四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次の通り異動しております。

第72期連結会計年度 有限責任 あずさ監査法人

第73期第１四半期連結会計期間および第１四半期連結累計期間 監査法人ハイビスカス
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 30,995,694 29,809,142

受取手形及び売掛金 16,897,456 14,348,154

商品及び製品 2,636,264 2,472,941

仕掛品 661,842 657,770

原材料及び貯蔵品 3,664,622 3,377,872

その他 1,588,130 1,435,810

貸倒引当金 △1,941 △2,507

流動資産合計 56,442,067 52,099,183

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,722,636 12,062,229

機械装置及び運搬具（純額） 10,269,389 9,483,214

使用権資産 3,806,795 3,675,644

その他 3,736,058 4,510,717

有形固定資産合計 30,534,878 29,731,804

無形固定資産 3,001,982 2,888,628

投資その他の資産

投資有価証券 3,062,957 3,433,992

退職給付に係る資産 1,017,061 1,022,340

繰延税金資産 60,147 75,926

その他 430,528 393,678

貸倒引当金 △6,650 △6,566

投資その他の資産合計 4,564,043 4,919,370

固定資産合計 38,100,903 37,539,802

資産合計 94,542,970 89,638,985

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,127,927 7,160,909

未払法人税等 337,519 284,235

賞与引当金 920,636 815,171

租税関連費用引当金 150,141 149,078

その他 4,340,681 4,333,299

流動負債合計 14,876,904 12,742,693

固定負債

長期未払金 256,695 256,695

役員株式給付引当金 99,324 109,392

退職給付に係る負債 329,505 303,748

リース債務 3,599,482 3,505,683

資産除去債務 218,557 218,538

繰延税金負債 1,006,665 981,341

固定負債合計 5,510,229 5,375,398

負債合計 20,387,133 18,118,090
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 19,225,350 19,225,350

資本剰余金 17,531,538 17,531,538

利益剰余金 39,298,419 38,803,279

自己株式 △3,954,500 △4,474,388

株主資本合計 72,100,807 71,085,779

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 229,092 492,677

為替換算調整勘定 1,664,951 △207,700

退職給付に係る調整累計額 160,913 150,076

その他の包括利益累計額合計 2,054,956 435,052

非支配株主持分 74 63

純資産合計 74,155,837 71,520,894

負債純資産合計 94,542,970 89,638,985
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

売上高 21,793,064 18,394,049

売上原価 17,938,822 14,751,463

売上総利益 3,854,241 3,642,586

販売費及び一般管理費 2,886,068 3,060,728

営業利益 968,174 581,858

営業外収益

受取利息 37,546 43,618

受取配当金 63,160 62,874

持分法による投資利益 20,694 39,548

為替差益 － 80,792

その他 32,726 35,425

営業外収益合計 154,125 262,257

営業外費用

支払利息 6,922 11,613

売上割引 26,119 19,091

為替差損 11,056 －

その他 283 681

営業外費用合計 44,380 31,386

経常利益 1,077,919 812,729

特別利益

固定資産売却益 86,819 3,394

補助金収入 － 6,392

特別利益合計 86,819 9,785

特別損失

固定資産売却損 2,387 －

固定資産除却損 81 3,295

新型コロナウイルス感染症関連損失 － ※ 189,350

特別損失合計 2,468 192,645

税金等調整前四半期純利益 1,162,269 629,869

法人税等 197,313 157,082

四半期純利益 964,957 472,788

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 964,955 472,786
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

四半期純利益 964,957 472,788

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △125,056 263,585

為替換算調整勘定 390,617 △1,797,159

退職給付に係る調整額 △17,536 △10,837

持分法適用会社に対する持分相当額 － △75,506

その他の包括利益合計 248,025 △1,619,916

四半期包括利益 1,212,982 △1,147,129

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,212,978 △1,147,118

非支配株主に係る四半期包括利益 3 △11
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

項目
当第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１ 税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

(追加情報)

（新型コロナウイルスの感染拡大の会計上の見積りに与える影響）

新型コロナウイルスの感染拡大は、経済や企業活動に広範な影響を与える事象であり、当社グループの一部の拠点

においても、各国政府からの感染拡大抑制の指示による移動等の自粛や取引先での生産調整等から、工場の稼働に影

響が出ております。

新型コロナウイルス感染症の収束時期及び今後の当社グループに対する業績への影響を合理的に予測することは現

時点では困難な状況にありますが、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損に関する判断に関しては、現時点

で入手可能な外部の情報源に基づき影響を分析・評価した結果、2021年３月期の一定期間にわたり当該影響が継続す

ると仮定して、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じた場合には、翌四

半期以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

当社は、2020年３月13日付にて第三者委員会から調査報告書を受領し、当社の海外子会社において税務調査等に

関連して外国公務員に対する複数の金銭交付あるいはその疑いのある行為が行われていた旨の調査結果が報告され

ました（調査報告書（公表版）については2020年４月２日付にて公表しております）。当社としては、ステークホ

ルダーの皆様及び社会からの信頼回復を目指し、全社一丸となって2020年５月１日付にて公表しました再発防止に

取り組んでおります。当該事案に関して、今後、当社に制裁金が科されるおそれがありますが、関連する法的手続

は多くの不確実性及び複雑な要素を含んでおり、現時点でその影響額を合理的に見積ることは困難であるため、四

半期連結財務諸表には反映しておりません。また、海外子会社の所在地国においても現地において類似の制裁金が

科されるおそれがありますが、現時点ではその影響額を合理的に見積ることは困難であるため、四半期連結財務諸

表には反映しておりません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

※ 新型コロナウイルス感染症関連損失

　当社グループの一部の拠点において、各国政府からの感染拡大抑制の指示に従い工場の稼働を停止した期間の固定

費（人件費、減価償却費等）を、新型コロナウイルス感染症関連損失として特別損失に計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

減価償却費 897,154千円 865,179千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,451,909 60 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金4,200千円が含まれております。
　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(3) 株主資本の著しい変動

自己株式の消却

当社は、2019年２月８日開催の取締役会決議に基づき、2019年６月28日付で、自己株式1,000,000株の消却を

実施いたしました。この結果、当第１四半期連結累計期間において資本剰余金及び自己株式がそれぞれ

1,451,158千円減少しております。

当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 967,926 40 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金2,800千円が含まれております。
　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(3) 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

日本 中国 東南アジア 合計

売上高

外部顧客への売上高 6,183,560 5,953,592 9,655,912 21,793,064

セグメント間の内部売上高
又は振替高

27,221 39,375 81 66,677

計 6,210,781 5,992,967 9,655,993 21,859,741

セグメント利益 341,711 298,462 578,555 1,218,728

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,218,728

セグメント間取引消去 2,755

全社費用(注) △253,310

四半期連結損益計算書の営業利益 968,174

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門に係る費用であります。

当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

日本 中国 東南アジア 合計

売上高

外部顧客への売上高 6,098,104 3,875,164 8,420,781 18,394,049

セグメント間の内部売上高
又は振替高

24,314 55,503 ― 79,817

計 6,122,418 3,930,667 8,420,781 18,473,866

セグメント利益 490,290 147,120 310,028 947,438

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 947,438

セグメント間取引消去 2,290

全社費用(注) △367,871

四半期連結損益計算書の営業利益 581,858

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門に係る費用であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

１株当たり四半期純利益 39円99銭 19円66銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 964,955 472,786

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益 (千円)

964,955 472,786

普通株式の期中平均株式数 (株) 24,128,467 24,051,829

(注) １ 株式資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利益の算

定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間70,000株、当第１四半期連結

累計期間70,000株であります。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

当社は、2020年８月７日開催の取締役会において、自己株式取得に係る事項について次の通り決議いたしまし

た。

①自己株式の取得を行う理由 資本効率の向上を図ると共に、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を

　 可能とするため。

②取得する株式の種類 当社普通株式

③取得する株式の総数 1,000,000株（上限）

④株式の取得価額の総額 2,000,000,000円（上限）

⑤取得する期間 2020年８月11日～2021年８月10日

⑥取得方法 東京証券取引所における市場買付
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年８月14日

天馬株式会社

取締役会 御中

監査法人ハイビスカス

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 髙 橋 克 幸 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 丸 木 章 道 ㊞

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている天馬株式会社の

2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年６月30

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、天馬株式会社及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

強調事項

注記事項（四半期連結貸借対照表関係）偶発債務に記載されているとおり、海外子会社における外国公務員に対する

複数の金銭交付あるいはその疑いのある行為に関して、今後、会社に制裁金が科されるおそれがあるが、関連する法的

手続は多くの不確実性及び複雑な要素を含んでおり、現時点ではその影響額を合理的に見積ることが困難であるため、

四半期連結財務諸表には反映していない。また、海外子会社の所在地国においても現地において類似の制裁金が科され

るおそれがあるが、現時点ではその影響額を合理的に見積ることは困難であるため、四半期連結財務諸表には反映して

いない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

その他の事項

会社の2020年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2020年３月16日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して2020年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。
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四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年８月14日

【会社名】 天馬株式会社

【英訳名】 TENMA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 廣 野 裕 彦

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都北区赤羽一丁目63番６号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

天馬株式会社 野田工場

　（千葉県野田市尾崎2345番地）

天馬株式会社 大阪支店

　（大阪市淀川区西中島五丁目11番10号(第３中島ビル)）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長廣野裕彦は、当社の第73期第１四半期（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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